
国民春闘共闘事務局長 黒澤幸一
（全労連事務局長）

２０２2年１月12日／全労連会館ホール及びオンライン併用

大幅賃上げ・底上げで
誰もが希望もてる

公正な社会を

国民春闘共闘 第1回単産地方代表者会議

22国民春闘方針 （案）

“労働組合でいっしょにつくろう”



大幅賃上げ
底上げ

最低賃金

雇用を守る
労働規制強化

いのちまもる
公務･公共の

拡充

憲法守り
参議院選挙

４つの要求の柱と4つのアプローチ（方針の基調）

エッセンシャルワーカーの大幅賃上げ･底上げ

ケア労働者の大幅賃上げアクション

要
求
の
柱

１ 要求討議で要求と目的の明確化、春闘学習の強化

２ すべてに「非正規･ジェンダー格差」の是正 見える化

３ すべてに「組織拡大・強化」要求実現と結ぶ

４ 参議院選挙で憲法まもる 新しい政治への転換

ア
プ
ロ
ー
チ
戦
略



基調１
格差の是正
賃金の大幅引き上げ・底上げを

22国民春闘 要求の柱



エッセンシャルワーカー
医療、公衆衛生、介護、福祉、保育、公務、交通、運輸、小売り等

労働組合で力を合わせて声を上げよう

大幅賃上げ･底上げ
雇用の安定･労働時間短縮

ケア労働者の大幅賃上げアクション

すべての労働者の賃上げに波及

脆弱･不足

公務賃金･人事院勧告、最低賃金の改定等にもつなげていく



労働組合で力を合わせて声を上げよう

労働組合の仲間を増やし
職場交渉 + 社会運動

大幅賃上げ･底上げ、雇用安定

いのち･くらし･地域をまもる



リーマン
ショック

2008.9

東日本大震災
2011.3

出典：oecd.statより全労連が作成。民間産業の時間当

たり賃金（一時金・時間外手当等含む）。1997年を基

準に指数化。

注１：日本のデータは「毎月勤労統計調査」より

OECDに提供されているもの。2004年～17年の値は不

正により実際より低いことに注意。厚労省によればそ

の差は0.6％程度。その分を上振れ補正しても、他の国

の実質賃金の伸びには追い付かない。

注２：20年のQ1～Q３は、第１四半期～第３四半期。

Q3までそろっているのは5か国で他の国はQ2までの表

示となっている
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日本の労働者の

賃金は、なぜ上

がらないのか

Ｑ
○ 労働組合の弱体化 交渉力の低下

○ 財界･大企業と政府による分断･自己責任の強要

○ 労働者がモノが言えなくなった

○ 非正規労働者と格差の増大、ジェンダー格差

○ 学校教育、主権者教育の遅れ



財界・大企業と政府（アベノミクス・トリクルダウン）

春闘破壊

非正規労働者
＋フリーランス

物言えぬ労働者 増

力を付け団結
声を上げる

労働組合
+ 地域住民

なぜ日本の賃金は上げさせられないのか

国民春闘労働者

資本

新自由主義・自己責任・市場原理

公共･社会保障
破壊･市場化
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◇対象 国民春闘共闘の組合員と一般労働者 20単産より80,097人の集計
◇調査期日 2021年10月から調査を開始し2022年1月12日まで（第3次集計）

生活実感 生活が苦しい 52.4 ％

収入実感 収入が増えた 21.7 ％

不足実感 家計の不足額（月額）約5万円不足

賃上げ
要求額

約2.6万円正規労働者（月額）

フルタイム非正規（月額） 約2.6万円

時間給の非正規（時間額） 125円

一昨年55.4％
昨年50.4%

一昨年39.0％
昨年25.6%

昨年 5万円
今年は1千円増

昨年2.7万円
約1千円減

昨年2.7万円
約1千円減

昨年137円
12円減

➡

➡

➡

➡

➡

➡

生活実感と賃上げ要求

22国民春闘 働くみんなの要求アンケート 80,097人

第3次集計 2021.1.12



正規労働者 非正規労働者

第1位  賃金が安い  賃金が安い

第2位  人手が足りない  退職金がない

第3位  休暇が取れない  正・非正規の格差

第4位  仕事がきつい  人手が足りない

第5位  労働時間が長い  契約更新の不安

22国民春闘 働くみんなの要求アンケート 80,097人

人手が足りない ➡

夜勤が多い NEW

仕事や職場の不満・不安はなに？

◇対象 国民春闘共闘の組合員と一般労働者 20単産より80,097人の集計
◇調査期日 2021年10月から調査を開始し2022年1月12日まで（第3次集計）

雇用契約の更新
職場や仕事がなくなるのでは



正規労働者 非正規労働者

第1位 医療・介護・保育の充実
最低賃金引き上げ

均等待遇の改善

第2位
最低賃金引き上げ

均等待遇の改善
医療・介護・保育の充実

第3位 長時間労働の解消 年金の拡充

第4位
消費税引き下げ

大企業・富裕層への課税強化

消費税引き下げ

大企業・富裕層への課税強化

第5位 年金の拡充 憲法改悪反対、核兵器廃絶

政府に対する要求はなに？
22国民春闘 働くみんなの要求アンケート 80,097人

最低賃金引上げ・全国一律
公契約・均等待遇の実現 ➡

医療･介護･保育の充実 ➡

最低賃金引上げ・全国一律
公契約・均等待遇の実現

消費税の引き下げ
大企業･富裕層への課税強化 ➡

年金の拡充

➡

◇対象 国民春闘共闘の組合員と一般労働者 20単産より80,097人の集計
◇調査期日 2021年10月から調査を開始し2022年1月12日まで（第3次集計）



１ 格差是正、賃金の大幅引き上げ・底上げを

○大幅賃上げ・底上げは急務

○生計費原則に基づく要求と要求提出

① 賃上げ要求（案）

月額25,000円以上、時間額150円以上

② 産業別・企業内最低賃金要求

時間額1,500円以上

③ 最低賃金要求

全国一律制の実現 時給1,500円

○均等待遇実現と「ボーナス差別やめろ！
キャンペーン

○3.9全国統一回答集中日、3.10全国統
一行動を最大の山場に 結集を！



記者会見 春闘要求の発信

1月20日
22国民春闘要求と春闘アン
ケートの結果について記者会
見。社会的に発信する。

単産･地方でも
会見を、ぜひ

○国民春闘共闘･全労連

○日本医労連

○福祉保育労

○自交総連

○生協労連



１ 格差是正、賃金の大幅引き上げ・底上げを

ケア労働者
大幅賃上げアクション

いのちまもる
緊急行動

エッセンシャルワーカーの大幅賃上げ

看護師、介護職員、保健師、保
育士、学童保育職員などのケア
労働者の賃金の大幅引き上げ・
底上げを図らせる。

コロナ禍
1.5万人の死

大幅賃上げ
増員と拡充

春闘全体に波及
けん引役



すべてのケア労働者の

【政府の経済対策】
看護師１％4000円
介護士・保育士３％9000円
「まったく足りない」
「小遣いにもならない」

４万円以上
時間給者 250円以上

大幅賃上げを

〇 全労連は12月1日、厚生労働大臣に
対し、ケア労働者の大幅賃上げ、職
員配置基準の拡大、当事者の声を直
接聞く場の設定などを求める要請書
を提出した。

要請書を受けとる厚生労働省政策統括官鈴木氏と
全労連小畑議長。



３ 医療･公衆衛生、公務・公共体制の拡充を

いのちまもる緊急行動を結実させる
公務･公共「地域ならでは要求」で

【柱の要求】

①保健所の拡充、医師・看護師・介護職員の増員

②公立・公的病院の再編統合の撤回で拡充

〇新いのち署名

〇賛同･紹介議員 厚労省交渉

〇介護署名 10万筆目標 保育署名

〇ケア労働者の大幅賃上げアクション

〇新年金署名 2022年1月～



仲間づくり
労働組合

ケア労働者
大幅賃上げアクション

要求･願い

大幅賃上げ
４万円･時給250円

いのちまもる地域･公共を取り戻す

運動の前進
制度･政治の転換

増員･拡充

新いのち署名 同産業･同業種に声かけ

22国民春闘



ケア労働者 大幅賃上げアクション

【仲間づくり･組織拡大】
○ 同産業･同業種の労働者への働きかけ声かけ（対話）
○ 看護師･介護士･保育士･福祉職員･学童保育別のチラシ
○ 地域でターゲット決め宣伝･呼びかけ（産別と地域一体）
○「制度と労働組合を知る」市民講座など

【大幅賃上げ･底上げ実現】
○ 使用者に要求、政府に要求 ☞団体交渉（2月前～春闘）
○ すべての職員に4000円、9000円を要求し交渉する
○ ケア労働者からのVOICEシートで声を集める
○ ＳＮＳ･ツイッター等での発信

【いのちまもる運動】

○ 新いのち署名の推進 100万筆 ☞ 制度･政治の転換
○ 地域医療構想の転換、医療･公衆衛生体制の拡充















１ 格差是正、賃金の大幅引き上げ・底上げを

産別や地域の統一行動で声上げる
企業内労働組合の弱点克服する

○資本の側にとっても自己矛盾「賃
上げが必要」

○職場交渉「雇用を守れない」「黒
字でも見通しが不透明」と個別企
業内では･･･

○労働組合･労働者の踏ん張り
ストライキで姿勢示す

3月9日
全国統一回答集中日
3月10日
全国統一行動・スト

国民春闘

政府に対し「大幅賃上げ・底上げ」「最低賃金全国一律
1500円」、「いのちまもる医療・公衆衛生、公務公共体
制の拡充」を柱の要求地域統一行動
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記者会見 春闘回答の発信

3月11日
3月9日回答集中日の集計結果を
発表します。10日全国統一行動
の状況を発信して、さらなる上
積みを訴えます。ケア労働者の
賃上げにも注目を寄せる。

○国民春闘共闘･全労連

○日本医労連

○福祉保育労

○ＪＭＩＴＵ

〇出版労連

○生協労連

単産･地方でも
会見を、ぜひ



１ 格差是正、賃金の大幅引き上げ・底上げを

○22春通常国会で法改正を

○最新盤「最賃学習ビデオ15分」
YouTubeにアップ済み

○最賃デー2月～7月まで第5次で

○全国一律へ請願署名 目標100万筆

○VOICE「一律1500円求める理由」

最低賃金全国一律の実現へ
アクションプラン2024

○自治体･議会陳情･意見書採択など

最大ポイント 職場から声上げる

○全労連「中小企業支援策（最終報告案）」
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最低賃金の28円引き上げ、
1割の中小企業で正規雇用を「増加」

「人員戦略に影響は
与えない」が83.4％

最低賃金の全国平均28円の引き上げについ

て、7745社（構成比83.4％）が「自社の

人員戦略に影響を与えない」と回答、8割

以上の企業が現状の雇用施策を維持すると

した。503社（同5.4％）が非正規の削減

意向を示し、これは大企業（同3.6％）よ

り中小企業（同5.7％）にその傾向が強

かった。

一方、正規従業員の増員を検討する企業は、

中 小 企 業 （ 同 10.4 ％ ） が 大 企 業 （ 同

6.7％）を3.7ポイント上回り、中小企業ほ

ど雇用確保への動きが積極的なことを示し

た。

2021.8.19 東京商工リサーチ

※本調査は2021年8月2日～8
月11日にインターネットに
よるアンケート調査を実施。
有効回答9，278社を集計し、
分析した。
※資本金1億円以上を大企業、
1億円未満（個人企業等を含
む）を中小企業と定義した。



コロナ禍
世界の最低賃金



コロナ禍だからこそ引き上げ

海外の最低賃金事情 ドイツ
コロナ不況下の引き上げ勧告

ドイツ最低賃金委員会は6月30日、最低賃

金(時給)を、2021年1月に9.50ユーロ、2022

年7月に10.45へ、4段階に分けて引き上げる

よう政府に勧告。21年1月は1.6%増の小幅だ

が、22年7月にはコロナ後の経済回復を見据

えて、同11.8%増へ大幅に引き上げる勧告。

ドイツ労動組合総同盟(DGB)幹部のステ

ファン・ケルツェル氏は、「調整は難航した

が、最終的に委員全員の満場一致。労働者の

財布も合計で20億ユーロ増えるだろう」と述

べた。 労働政策研究・研修機構 2020.7月

ドイツの最低賃金時給の推移(2015年～2022年)
(単位:ユーロ)

1.6%増
11.8%増

最低賃金の値上げを訴える看板＝８月１１
日、ドイツ・ベルリンにある社会民主党の
本部前

メルケル首相の後任 社会民主党のショルツ氏（3政党）

12€ 1550円へ

25％賃上げ 労働者200万人（5％）に



コロナ禍だからこそ引き上げ

海外の最低賃金事情 イギリス

時間8.72ポンドへ 4～6Ｐ増
法定最低賃金の4月の改定により、成人向け

の額が8.72ポンドとなったほか、各年齢層向

けの額にも4～6％の引き上げが行われた。

2020年までに平均賃金の6割の水準に引き上

げるとの政府の目標は、これにより達成され

たとみられている。政府はさらに、2024年ま

でに平均賃金の3分の2へ引き上げを図るとの

新たな目標を掲げているが、新型コロナウイ

ルスの影響などから、諮問機関は慎重な実施

が必要であるとしている。

労働政策研究・研修機構 2020.8月

イギリスの最低賃金推移(2012年～2021年)
(単位:ポンド)

英国のスナク財務相

時給8.91ポンド（約1394円）から6.6％増

9.5￡ 1487円へ

「この政権は働く人々の味方。仕事に見合った報酬が得る」



コロナ禍だからこそ引き上げ

海外の最低賃金事情 アメリカ
米ロスなど15ドルへ引き上げ

ロサンゼルス市など米国カリフォルニア州の各自治

体は7月1日、最低賃金を時給15ドルに引き上げた。

2021年7月1日には、25人以下の企業についても15

ドルへの引き上げる。

ビジネス短信 日本貿易振興機構 2020年07月08日

【ワシントン時事】米ホワイトハウスは27日、バイ

デン大統領が連邦最低賃金を現在の時給10.95ドル

（約1200円）から３割超引き上げ、時給15ドル

（約1600円）にするとした。政権が重視する所得

格差の是正を目指し、労働者収入の底上げを図る。

バイデン大統領 連邦最賃15㌦へ

15＄1600円へ

10.95ドル（約1200円）から30％増

バイデン米大統領（ワ
シントン）2021年04月
27日



最低賃金 21秋学習ビデオ 15分

https://www.youtube.com/
watch?v=RgHL_bq4zIM

一緒にめざそう！
最低賃金だれでも
どこでも1500円
～なぜ必要？実現できる？～

INDEX

★街頭インタビュー★

「いまの賃金で暮らせる」「最賃が1500 円になったら？」

★小畑雅子国民春闘共闘代表幹事・全労連議長インタビュー★

「2021 年度の改定をどう見るか？」

★最低賃金に近い賃金で働く労働者の訴え★

★中澤秀一静岡県立大学短期大学部准教授インタビュー★

「なぜ最低賃金は全国一律がいいのか」

★中小企業家同友会全国協議会インタビュー★

「中小企業の現状と求められる施策」

★全労連の中小企業支援策、最賃運動の歴史的な到達と今後の行動提起も

最新のインタビューに加えて資料やグラフも効果的に表示！

ビデオの長さは15程度。キックオフ集会、学習会に使いやすい！

全労連・国民春闘共闘委員会



基調２
コロナ禍から雇用守り
人間らしく働くルールの確立

22国民春闘 要求の柱



２ 雇用守り、人間らしい働くルール確立

裁量労働制の拡大阻止と労働時間規制

○労働時間法制の規制緩和

コロナ禍から雇用を守る
裁量労働の規制緩和など阻止
年金と高齢者雇用を守る

○時間外労働を減らし生活時間を守る

36協定活用で時間外労働減らす
インターバル協定 11時間など

○法定労働時間 1日7時間 週35時間を

◆ 若者も高齢者も安心の年金と雇用 署名

◆ 非正規差別と長時間労働解消 署名

○無期転換ルールの見直し 通算期間の短縮

○ハラスメント防止 全労連「根絶宣言」



自動車運転者の
インターバルは 11 時間

以上に！
バス･タクシー･ハイヤー･シ

ラック等の自動車運転者を対象

とした「改善基準告示」（拘束

時間）のうち休息期間（勤務間

インターバル）を「11時間以

上」を実現するための緊急行動。

現在、厚労省労働条件分科会で

「11時間以上か9時間以上か」

で厳しい議論が展開されている。

使用者側が激しい抵抗。現状は

「8時間での睡眠時間は4時間に

満たない」のが現状で過労死ラ

インを超える長時間労働が常態

化。労働者の健康を守るととも

に公共交通の安全確保のために

も十分な睡眠が確保できるイン

ターバル設定が必要だ。

バス･タクシー
4ｈ睡眠が状態化



基調４
憲法が生かされる社会へ
参議院選挙で政治の転換を

22国民春闘 要求の柱



４ 憲法が生かされる社会へ、参議院選挙で

総選挙で改憲勢力が3分の2超
憲法守る最大限の警戒と運動を

10月の総選挙の結果、自民、公明

与党と日本維新の会の議席が3分

の2を超え、さらに国民民主党も

改憲に前向きの姿勢を示すなど、

改憲策動が一気に強まっています。

自民党は憲法改正実現会議に改名

○気候危機は死活的大問
題、原発ゼロと再エネ
の促進求める

労働者・国民の世論で
ストライキ含め改憲勢力を包囲する

○７月参議院選挙で要
求実現が可能な政治



22国民春闘
具体的な行動展開



○ 国会行動と統一行動の設定

○ 財界・大企業への闘争

Ⅳ 具体的な行動展開

3月2日 国会行動
「大幅賃上げ・底上げ、雇用を守れ、全国一律最
賃、いのちまもる中央大集会」（日比谷野音）

5月11日 国会行動
「全国一律最賃・公務賃金引き上げ、新いのち署名
で中央大集会」（日比谷野音）

7月 人事院包囲行動
公務員賃金の引き上げめざす統一行動

１月13日経団連前「春闘宣言行動」 2月トヨタ総行動



○ １～２月に「地域総行動月間」

Ⅳ 具体的な行動展開

「賃金の大幅引き上げ・底上げ」、「最低賃金全国一
律1500円の実現」、「いのちまもる医療・公衆衛生体
制の拡充」の３つを中心課題

労働組合に入って、

労働組合をつくって、

ともに声を上げよう

未組織労働者・未加盟労働組合に

「国民春闘共闘・全労連を労働者に知らせる」

①コロナ禍、同産業・同職種の労働者に声かけを

②ケア労働者の大幅賃上げアクション

③未加盟労働組合への訪問・懇談



○いのちとくらしまもる（賃上げ・最賃・いのち）

全国一斉 ローカルビックアクション

Ⅳ 具体的な行動展開

2月6日（日）集中行動日 2月中に

地方・地域組織を中心に産別地

方組織と力を合わせ地域集会や

デモ、宣伝行動などおこない、

社会的にアピールすることをめ

ざし具体化しよう。

3月9日、10日の山場に向けた

地方での結節点にしよう。



変えるリーフⅡ

全国235万枚

配布やりきろう

2月地域総行動で

地域の未組織労働者に労働組合

を知らせる大切な取り組みです。

21秋闘からの配布を2月の地域

総行動の中で完了させましょう。

地方･地域組織と単産が一体と

なって、組合員の参加を得て成

功させましょう。

労働組合を知らせる



Ⅳ 具体的な行動展開

11月～12月 変えるリーフⅡの配布

1～2月 地域総行動月間

1月06日 新春宣伝

1月06日 旗開き

1月12日 単産地方代表者会議（国民春闘共闘委員会）

1月13日 春闘闘争宣言行動（経団連前）

1月20日 記者会見 春闘要求・春闘アンケート結果

1月24日 全労連第62回評議員会（～25日）

1月26日 東京春闘共闘との共催の決起集会（中野ゼロ）

地域総行動

ケア労働者賃上げAC
エッセンシャルワーカー賃上げアクション

通常国会



Ⅳ 具体的な行動展開

2月06日 「いのちとくらしまもる

2.6ローカルビックアクション」第一次最賃デー

2月27日 金属労働者のつどい（東日本・日比谷野音）

3月02日 国会行動・デモ日比谷野音 2000人規模

3月06日 金属労働者のつどい（西日本）

3月09日 集中回答日

3月10日 全国統一行動日（ストライキ含む）

3月 記者会見 回答の集計

3月11日 重税反対行動

地域総行動

ケア労働者賃上げAC
エッセンシャルワーカー賃上げアクション

通常国会



Ⅳ 具体的な行動展開

4月01日～10日 回答促進強化旬間

4月15日 第二次最賃デー

5月01日 第93回メーデー

5月03日 憲法集会

5月11日 国会行動／全国参加・デモ・日比谷野音2000人

第三次最賃デー

6月24日 第四次最賃デー

7月15日 第五次最賃デー

7月 厚労省・人事院包囲行動／全国参加 1000人

7月 参議院議員選挙

ケア労働者賃上げAC

エッセンシャルワーカー賃上げアクション

通常国会



① 大幅賃上げ･底上げ

まとめ

エッセンシャルワーカー

ケア労働者の大幅賃上げアクション

② 最低賃金全国一律制の確立

③ 単産と地域一体 統一行動の企画と参加

④ 組合員参加型と仲間づくり

⑤ マスコミ・ＳＮＳ 当事者が語る

拡大と要求と

くらし地域守る



４つのアプローチ 戦略

22国民春闘



戦略１ 要求と目的の明確化、春闘学習強化

戦略２ 非正規差別･ジェンダー格差の是正

戦略３ すべてで「組織拡大と要求実現」結ぶ

戦略４ 参議院選挙で憲法まもる

５ ４つのアプローチ（戦略）

当事者が主体的に参加する「組合員参加型」の
春闘へ、春闘学習会を現場でも

「今そこにある格差の見える化」。同時に、身
近ないま解決が必要な格差の是正を要求にして

「要求実現と運動の前進と組織拡大」の好循環
でさらに運動を前進させる



要求で当事者を組織化
☞ 春闘要求を職場フィードバック

要求の求心力で当事者を組織化

均等待遇・パート有期法はチャンス

春闘要求

当事者「労組に入って
交渉に参加しよう」

要求実現

団体交渉

① 扶養手当

② 年末年始勤務手当

③ 祝日休

④ 夏休み・冬休み（有給）

⑤ 病気休暇（有給）

郵政産業ユニオン労契法20条裁判で勝ち取った成果

ボーナス差別やめろ！ＣＰ
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労働者が｢賃金上げろ!｣

｢まともな雇用にせよ!｣と

言わないかぎり

改善はない

22国民春闘

☞ 労働組合を知らせ促す春闘



ストライクトーパー

米国 広がるストで賃上げ実現

米ナショナルセンター AFL・CIO

「ストライクトーパー」（ストライキとオクトーバー

10月を掛け合わせた言葉）の運動が米ナショナルセン

ター（AFL・CIO）で展開されている。食品製造業の労

働組合「製パン製菓タバコ製造製粉労働組合（ＢＣＴ

ＧＭ）に加盟するシリアル製品大手のケロッグの労働

者によるストライキが10月5日に始まり、1か月半以上

に及んでいる。

西海岸3州の大手医療保険組織「カイザーバーマネン

テ」の施設で働く看護師・薬剤師、医療従事者約３万

人が賃上げ等を求めてストを構えたところ、11月13日

に会社側と合意に至った。

米国民 労働組合を支持する

68％
不支持28％
労働組合の組織率11％

米国民の意識に変化。ギャラップ社の世論調査（2021年8月2～17日）で、労働組
合に対しての支持が68％、不支持が28％。労働組合の組織率が11％という中、労
働組合への支持率は1960年代末や90年代末と同じ水準に引きあがってきている。



要求･願い

労働者･職場･地域の
リアルな実態

労働組合をスタンダードに

運動の前進

法制度運動 春闘 最賃 平和
非正規差別NG 女性部 青年部･･･

活動家を増やす

仲間づくり

既存組合の活性化
新労働組合の結成

声を上げる

運動の
さらなる前進へ



It‘s Union Time

いまこそ労働組合


